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西 監 発 第 ３ ３ 号 

平成２８年９月８日 

 

 

 

西宮市長  今 村 岳 司 様 

 

 

 

西宮市監査委員  亀 井   健 

同     鈴 木 雅 一 

同     野 口 あけみ 

同     山 田 ますと 

 

 

 

西宮市財政健全化等審査意見の提出について 

 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定により、平

成27年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率（食肉センター特別会計）について審

査した結果、別紙のとおり意見を提出します。 
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平成27年度西宮市財政健全化等審査意見 

 

第１ 審 査 の 対 象 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定によ

り、市長から提出された、平成27年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率（地

方公営企業法非適用会計）並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類を対象と

しました。 

 

第２ 審 査 の 期 間 

平成28年７月14日から同年８月15日まで 

 

第３ 審 査 の 方 法 

この財政健全化等審査は、市長から提出された、平成27年度決算に基づく健全化判断比

率及び資金不足比率並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成

されているかどうかを主眼として実施しました。 

審査にあたっては、疑問の点について質問事項をあらかじめ提示し、書面回答を得たう

え、質問会などで関係部局による説明を聴取し、質疑応答を行い、審査を実施しました。 

 

第４ 審 査 の 結 果 

審査に付された下記、平成27年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びに

それらの算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと

認められます。 
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記 

健全化判断比率 

（単位：％） 

区   分 27年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 ―  11.25 20.00 

連結実質赤字比率 ―  16.25 30.00 

実 質 公 債 費 比 率 4.7  25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 33.9  350.0 ― 

注１ 実質赤字比率では実質赤字額が、連結実質赤字比率では連結実質赤字額が、それぞれ生じて

いない場合は「―」で表示している。 

２ 将来負担比率は、財政再生基準の対象とされていないため「―」で表示している。 

 

資金不足比率（地方公営企業法非適用会計） 
（単位：％） 

区   分 27年度 経営健全化基準 

食 肉 セ ン タ ー 特 別 会 計 ― 20.0 

注 資金不足額が生じていない場合は「―」で表示している。 

 

 

(参考) 資金不足比率（地方公営企業法適用会計） 
（単位：％） 

区   分 27年度 経営健全化基準 

水 道 事 業 会 計 ― 20.0 

工 業 用 水 道 事 業 会 計 ― 20.0 

下 水 道 事 業 会 計 ― 20.0 

病 院 事 業 会 計 6.1 20.0 

注 資金不足額が生じていない場合は「―」で表示している。 

 

 

意 見 

27年度決算においては、実質赤字額、連結実質赤字額とも生じていないことから、実質

赤字比率、連結実質赤字比率は算定されていません。一般会計等の実質黒字額は26億3,979

万円で、前年度に比べ21億4,920万円増加しています。一般会計等に含まれない特別会計で

は、国民健康保険特別会計で６億2,394万円減少するなど、実質黒字額は６億8,659万円減

少しています。公営企業会計では、病院事業会計を除く４会計で実質黒字額が9,509万円増

加していますが、病院事業会計では資金不足額が２億4,127万円増加しています。連結実質

赤字比率の対象となる会計全体では、実質黒字額は91億7,661万円で、前年度に比べ13億

1,642万円増加しています。 
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実質公債費比率は4.7％で、前年度に比べ0.8ポイント低下しています。償還期間終了に

よる元金の減や残高減少に伴う利息の減により地方債の元利償還金は減少し、公営企業債

の元利償還金に対する水道事業や下水道事業への繰出金の減などにより準元利償還金も減

少しています。 

将来負担比率は33.9％で、前年度に比べ2.7ポイント低下しています。震災復興事業に係

る市債の償還期間が順次終了していることにより地方債現在高は減少し、下水道事業債残

高の減等により公営企業債等繰入見込額も減少しています。また、公共施設保全積立基金

などの残高増に伴い充当可能基金額も増加しています。 

債務負担行為に基づく支出予定額や公営企業債等繰入見込額については減少傾向にあり

ますが、地方債残高については、今後、公共施設の耐震化や老朽化対策等の投資的経費の

増大などによって多額の市債発行が見込まれます。また、国が財政健全化を進める中、地

方財政への影響も予測しがたい状況にあります。今後とも、将来負担の軽減に留意し、健

全な財政運営の確保に努めてください。 

資金不足比率については、病院事業会計で6.1％となっており、経営健全化基準(20.0％)

を下回っているものの、前年度に比べ5.7ポイント悪化しています。 

病院事業会計では、資金不足解消のため、20年度から22年度に一般会計から借入れた16

億4,100万円の長期借入金により、22年度と23年度は資金剰余となっていましたが、24年度

以降再び資金不足が生じたことから、26年度に一般会計から５億円の長期借入れを行い資

金不足額は2,042万円に改善していました。しかしながら、資金不足比率の算定方法により

算出された当年度末の資金不足額は２億6,169万円で、26年度末と比較すると２億4,127万

円悪化しており、一般会計から長期借入金の資金援助が得られない年度は単年度資金不足

が発生する状況は続いています。 

なお、上記の長期借入金21億4,100万円は貸借対照表上では固定負債に分類されるため、

現在は資金不足比率算定に含まれていないことに留意する必要があります。当該長期借入

金の元金償還が順次始まる30年度以降は、次年度の元金償還額が固定負債から流動負債に

振替わることによる資金不足比率の悪化と資金流出による経営への圧迫が懸念されます。

さらに26年度新地方公営企業会計基準の適用により、29年度からは１年以内に使用される

見込みの各種引当金や貸倒引当金は資金不足額に算入されることとなり、資金不足比率の

悪化要因となります。今後とも「西宮市立中央病院 経営改革プラン」で示された取組内容

を着実に推進するなど資金不足の解消に向けた早急な経営基盤の確立に努めてください。 
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審  査  資  料 
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１ 健全化判断比率等の対象となる会計等 

健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計等の範囲は、次のとおりです。 
 

西

宮

市 

一 般 会 計  

一
般
会
計
等 

実
質
赤
字
比
率 

連

結

実

質

赤

字

比

率

 

実

質

公

債

費

比

率 

将

来

負

担

比

率 

特

別

会

計 

区画整理清算費特別会計 

中小企業勤労者福祉共済事業特別会計 

公共用地買収事業特別会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

国民健康保険特別会計 

公

営

事

業

会

計 
 

農業共済事業特別会計  

介護保険特別会計  

後期高齢者医療事業特別会計  

 

公
営
企
業
会
計 

水道事業会計 

資
金
不
足
比
率 

工業用水道事業会計 

下水道事業会計 

病院事業会計 

食肉センター特別会計 

一部事務組合 

阪神水道企業団    

丹波少年自然の家    

後期高齢者医療広域連合    

公    社 土地開発公社     

その他市が損失

補償している団

体等 

兵庫県信用保証協会     

阪神福祉事業団     

西宮市住宅整備資金等融資     

注 資金不足比率は各会計ごとに算定される。 
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２ 健全化判断比率について 

（１）実質赤字比率 

（単位：％） 

区   分 25年度 26年度 27年度 
早期健全 

化基準 

財政再生 

基準 

実 質 赤 字 比 率 ― ― ― 11.25 20.00 

 

実質赤字比率とは、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で

す。 

実質赤字比率の算定式は、次のとおりです。 

実質赤字比率（－）＝ 
一般会計等実質赤字額 （－） 

 
標準財政規模 97,583,202 千円 

 

一般会計等の実質収支額は、26億3,979万円の黒字となっており、実質赤字額は発生して

いません。 

一般会計等の実質収支額の算定は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

会   計 
25年度 

 

26年度 

(A) 

27年度 

(B) 

対前年度増 

減額 (B-A) 

一般会計 4,475,262 482,975 2,630,958 2,147,983 

区画整理清算費特別会計 0 0 0 0 

中小企業勤労者福祉共済事業 

特別会計 
5,481 7,260 8,831 1,571 

公共用地買収事業特別会計 10 350 1 △349 

母子父子寡婦福祉資金貸付 

事業特別会計 
0 0 0 0 

計 4,480,753 490,585 2,639,790 2,149,205 

注 この算定に用いる実質収支額は、事業繰越などの取扱いにより、各会計の実質収支額と異なる場合が

ある。 
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標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般

財源の規模を示すもので、その算定は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

項   目 
25年度 

 

26年度 

(A) 

27年度 

(B) 

対前年度増 

減額 (B-A) 

標準税収入額等 81,028,153 82,472,356 84,729,926 2,257,570 

普通交付税決定額 8,094,332 7,203,447 6,124,347 △1,079,100 

臨時財政対策債発行可能額 7,698,787 7,540,294 6,728,929 △811,365 

計 96,821,272 97,216,097 97,583,202 367,105 

 

本市においては、25年度決算、26年度決算及び27年度決算ともに実質赤字額は生じてい

ないことから、実質赤字比率は「－」で表示しています。なお、他市のデータが入手可能

な26年度決算では、すべての中核市（26年４月１日現在。以下同じ。）において、実質赤字

額は発生していません。 

 

（２）連結実質赤字比率 

（単位：％） 

区   分 25年度 26年度 27年度 
早期健全 

化基準 

財政再生 

基準 

連結実質赤字比率 ― ― ― 16.25 30.00 

 

連結実質赤字比率とは、一般会計のほか、特別会計（公営企業会計を含む。）を含めた全

会計を対象とした連結実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。 

連結実質赤字比率の算定式は、次のとおりです。 

連結実質赤字比率（－）＝ 
連結実質赤字額 （－） 

 
標準財政規模 97,583,202 千円 

 

連結実質収支額は91億7,661万円の黒字となっており、連結実質赤字額は発生していませ

ん。 
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連結実質収支額の算定は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

会   計 

実質黒字額又は資金剰余額 

25年度 

 

26年度 

(A) 

27年度 

(B) 

対前年度増 

減額(B-A) 

一般会計等  4,480,753 490,585 2,639,790 2,149,205 

一般会計等以外の

特別会計のうち公

営企業に係る特別

会計以外の会計 

国民健康保険 1,156,954 746,972 123,025 △623,947 

農業共済事業 21 123 119 △4 

介護保険 350,255 410,549 345,668 △64,881 

後期高齢者医療事業 195,042 208,115 210,352 2,237 

公営企

業会計 

法適用

企業 

水道事業 2,565,770 2,238,582 2,322,634 84,052 

工業用水道事業 2,153,756 2,323,846 2,468,490 144,644 

下水道事業 1,405,543 1,456,925 1,323,240 △133,685 

病院事業 △247,931 △20,421 △261,696 △241,275 

法非適

用企業 
食肉センター特別会計 4,901 4,909 4,991 82 

計 12,065,064 7,860,185 9,176,613 1,316,428 

注 病院事業会計の資金不足額は、負数(△)で表示。 

 

本市においては、25年度決算、26年度決算及び27年度決算ともに病院事業会計で資金不

足額が生じましたが、他の会計の実質黒字額・資金剰余額が大きいため連結実質赤字額は

生じていないことから、連結実質赤字比率は「－」で表示しています。なお、26年度決算

では、すべての中核市において、連結実質赤字額は発生していません。 
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（３） 実質公債費比率（３か年平均） 

（単位：％） 

区   分 25年度 26年度 27年度 
早期健全 

化基準 

財政再生 

基準 

実質公債費比率 7.1 5.5 4.7 25.0 35.0 

 

 
 

実質公債費比率とは、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規

模に対する比率です。 

単年度では、25年度5.5％、26年度4.7％、27年度4.0％となっています。３か年の実質公

債費比率を平均した結果4.7％となり、早期健全化基準(25.0％)を下回っています。 

9.8

8.5
7.1

5.5
4.7

9.3

8.7 8.3
7.4

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

(％)

実質公債費比率（３か年平均）

西宮市

中核市(単純平均)
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27年度の実質公債費比率（単年度）の算定式は、次のとおりです。 

実質公債費比率 4.0％ ＝ 
(Ａ＋Ｂ) － (Ｃ＋Ｄ) 

 
Ｅ－Ｄ 

 ＝ 
(18,189,919千円＋5,571,338千円)－(6,965,652千円＋13,425,589千円) 

 
97,583,202千円－13,425,589千円 

 

Ａ 地方債元利償還金（一般会計等の公債費の元利償還額） 

Ｂ 準元利償還金（一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のう

ち、公営企業債の償還の財源にあてたと認められるもの等） 

Ｃ 特定財源（都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した

都市計画税等） 

Ｄ 元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

Ｅ 標準財政規模 

 

実質公債費比率（３か年平均）の算定に必要な各項目の数値は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

項   目 25年度 26年度 27年度 

Ａ 地方債元利償還金 19,266,011 19,080,686 18,189,919 

Ｂ 準元利償還金 5,880,206 5,686,334 5,571,338 

Ｃ 特定財源 6,924,534 6,928,716 6,965,652 

Ｄ 元利償還金及び準元利償還金

に係る基準財政需要額算入額 
13,628,987 13,905,545 13,425,589 

Ｅ 標準財政規模 96,821,272 97,216,097 97,583,202 

 



 

26年度決算においては、中核市

本市の実質公債費比率は、2

では低いほうから11番目となっています

中核市における実質公債費比率

0

2

4

6

8

10

12

14

16

-1.9～

0.0
0.1～

2.0
2.1～

4.0
4.1

H26

26年度（

25年度（

(市)
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中核市の実質公債費比率（３か年平均）の平均値

26年度決算では5.5％で平均値を下回っており

となっています。 

実質公債費比率の分布状況は、次のとおりです。 

4.1～

6.0
6.1～

8.0
8.1～

10.0
10.1～

12.0
12.1～

14.0
14.1

16.0

H25西宮市

↓

H26西宮市

↓

（43市）

（42市）

平均値は7.4％でした。

っており、中核市43市の中

 

 

14.1～

16.0
16.1～

18.0

(％)
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（４） 将来負担比率 

（単位：％） 

区   分 25年度 26年度 27年度 
早期健全 

化基準 

財政再生 

基準 

将 来 負 担 比 率 43.0 36.6 33.9 350.0 ― 

 

 
 

将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する

比率です。 

将来負担比率は33.9％と、早期健全化基準(350.0％)を下回っています。なお、ストック

指標である将来負担比率では財政再生基準は設定されていません。 

将来負担比率の算定式は、次のとおりです。 

将来負担比率 33.9％ ＝ 
Ａ－Ｂ 

 
Ｃ－Ｄ 

           ＝ 
224,195,950千円－195,595,528千円 

 
97,583,202千円－13,425,589千円 

 

Ａ 将来負担額 

Ｂ 充当可能財源等 

Ｃ 標準財政規模 

Ｄ 元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

65.4
54.8

43.0 36.6 33.9

78.9
68.6 61.5 55.4

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

(％)
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将来負担額の算定は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

項   目 
25年度 

 

26年度 

(A) 

27年度 

(B) 

対前年度増 

減額 (B-A) 

一般会計等の地方債現在高 159,511,530 154,269,925 152,663,544 △1,606,381 

債務負担行為に基づく支出予定額 11,744,524 10,861,766 9,870,580 △991,186 

公営企業債等繰入見込額 41,669,258 40,866,849 39,271,624 △1,595,225 

組合負担等見込額 918,903 800,490 477,157 △323,333 

退職手当負担見込額 24,180,322 22,869,632 21,861,204 △1,008,428 

設立法人の負債額等負担見込額 121,302 128,913 51,841 △77,072 

連結実質赤字額 0 0 0 0 

組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0 0 

計 238,145,839 229,797,575 224,195,950 △5,601,625 

 

地方債の現在高は1,526億6,354万円で、阪神・淡路大震災に関連する事業を実施するた

めに借入れた市債の影響が大きいものとなっています。 

債務負担行為に基づく支出予定額は98億7,058万円で、主なものは、北口北東再開発ビル

駐車場整備事業19億3,115万円、北口図書館整備事業15億9,843万円、西宮浜中学校新設事

業(兵庫県企業庁償還金)11億3,282万円、公営住宅建設事業(西宮浜４丁目団地)10億8,445

万円、西宮浜小学校新設事業(兵庫県企業庁償還金)10億6,312万円、北口保健福祉センター

整備事業８億3,808万円となっています。 

公営企業債等繰入見込額は392億7,162万円で、昭和末期から平成初年頃に集中して下水

道整備を行ったことから企業債が増大し、下水道事業会計に対する繰入見込額は366億

5,705万円となっています。 

退職手当負担見込額は218億6,120万円で、一般会計等が実質的に退職手当を負担する

3,228人が、27度末に自己の都合により退職するものと仮定した場合に支給すべき退職手当

の額となっています。 
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各会計等に係る将来負担額は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

区   分 

将来負担額 

地方債現在高 

債務負担行為

に基づく支出

予定額 

公営企業債等

繰入見込額 

組合負担等

見込額 

退職手当負担

見込額 

設立法人の

負債額等負

担見込額 

一般会計等 

一般会計 152,229,840 9,870,580   21,861,204  

区画整理清算費特別会

計 
      

中小企業勤労者福祉共

済事業特別会計 
      

公共用地買収事業特別

会計 
359,800      

母子父子寡婦福祉資金

貸付事業特別会計 
73,904      

一般会計等以外の

特別会計のうち公

営企業に係る特別

会計以外の会計 

国民健康保険特別会計       

農業共済事業特別会計       

介護保険特別会計       

後期高齢者医療事業特

別会計 
      

公営企業

会計 

法適用 

水道事業会計   989,970    

工業用水道事業会計   246    

下水道事業会計   36,657,050    

病院事業会計   1,454,084    

非適用 食肉センター特別会計   170,274    

一部事務組合 

阪神水道企業団    438,201   

丹波少年自然の家    38,956   

後期高齢者医療広域連

合 
      

公社 土地開発公社       

その他市が損失補

償している団体等 

兵庫県信用保証協会      526 

阪神福祉事業団      51,315 

西宮市住宅整備資金等

融資 
      

計 152,663,544 9,870,580 39,271,624 477,157 21,861,204 51,841 

注 退職手当負担見込額は、27年度末退職者を除く全職員(3,462人)のうち、上下水道事業管理者(1人)、水道事業会計(165人)、

工業用水道事業会計(5人)、下水道事業会計(63人)を除いた3,228人が対象。 

 



 

充当可能財源等の算定は

項   目 

充当可能基金額 

充当可能特定歳入 

 うち都市計画税 

地方債現在高等に係る基準

財政需要額算入見込額 

計 

 

26年度決算においては、

担比率は、26年度決算では

から19番目となっています

中核市における将来負担比率

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0.0以下 0.1～

20.0
20.1～

40.0
40.1

60.0

H26西宮市

↓

26年度（

25年度（

(市)
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は、次のとおりです。 

（

25年度 

 

26年度 

(A) 

27年度 

(B) 

27,196,732 29,603,456 31,280,089

45,369,304 41,587,385 37,027,918

41,305,372 38,089,440 35,039,338

129,753,254 128,084,472 127,287,521

202,319,290 199,275,313 195,595,528

、中核市の将来負担比率の平均値は55.4％でした

では36.6％と平均値を下回っており、中核市43

となっています。 

将来負担比率の分布状況は、次のとおりです。 

40.1～

60.0
60.1～

80.0
80.1～

100.0
100.1～

120.0
120.1～

140.0
140.1～

160.0

H25西宮市

↓

（43市）

（42市）

（単位：千円） 

 対前年度増 

減額 (B-A) 

31,280,089 1,676,633 

37,027,918 △4,559,467 

35,039,338 △3,050,102 

127,287,521 △796,951 

195,595,528 △3,679,785 

でした。本市の将来負

3市の中では低いほう

 

160.1～

180.0
180.1～

200.0

(％)
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３ 資金不足比率について 

資金不足比率とは、公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模である料金収入の規模

と比較して、指標化し、経営状況の深刻度を示すもので、この比率が高くなるほど、料金収

入で資金不足を解消するのが難しくなることから、公営企業としての経営状況の判断指標と

して、19年度決算から算定されることとなったものです。 

この比率が、経営健全化基準(20.0％)を超えると、経営健全化計画を策定しなければなら

ないこととなっています。 

27年度決算では、病院事業会計において資金不足が生じています。 

 

（１）地方公営企業法適用会計 

（単位：％） 

会 計 名 25年度 26年度 27年度 経営健全化基準 

水 道 事 業 会 計 ― ― ― 20.0 

工 業 用 水 道 事 業 会 計 ― ― ― 20.0 

下 水 道 事 業 会 計 ― ― ― 20.0 

病 院 事 業 会 計 6.2 0.4 6.1 20.0 

 

法適用会計の資金不足比率の算定式は、次のとおりです。 

資金不足比率 ＝ 
資金不足額 

 
事業の規模 

 

資金不足額 ＝（流動負債＋建設改良費等以外の企業債残高－流動資産） 

      －解消可能資金不足額 

      ※流動負債及び流動資産は、算定基準による控除額を除いた額 

事業の規模 ＝ 営業(医業)収益の額－受託工事収益の額 
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区分の説明 
 

ア 

 

① 流動負債 決算における貸借対照表上の流動負債の額 

② 控除企業債等 決算において貸借対照表の流動負債に計上されて

いる企業債及び他の会計からの長期借入金で、建設

改良費等に充てるためのものの額 

③ 控除未払金等 貸借対照表に計上されている一時借入金及び未払

金のうち建設改良費に係るものであって、その支払

財源に充てるために翌年度に地方債を起こすことと

しているものの額 

④ 控除額 

 

連結実質赤字額の算定上、現金会計である他会計

との間で生じる重複額 

⑤ 控除引当金等(26～28年

度の算入猶予経過措置) 

決算において貸借対照表の流動負債に計上されて

いる引当金とリース債務の額 

イ  算入地方債の現在高 建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こ

した地方債の当該年度における残高 

ウ ⑥ 流動資産 決算における貸借対照表上の流動資産の額 

⑦ 控除財源 当該年度において執行すべき事業に係る支出予算

の額のうち、翌年度に繰越した事業の財源に充当す

ることができる特定の収入で、当該年度に収入され

た部分に相当する額 

⑧ 控除額 連結実質赤字額の算定上、現金会計である他会計

との間で生じる重複額 

⑨ 貸倒引当金(26～28年度

の算入猶予経過措置) 

決算において流動資産に係る貸倒引当金の額 

エ  解消可能資金不足額 事業の性質上、事業の開始後一定期間に構造的に

資金の不足額が生じる等の事情がある場合におい

て、資金の不足額から控除する一定の額 

資金不足が生じていないときは算定不要 

オ  営業収益の額 決算における営業収益の額 

カ  受託工事収益の額 決算における受託工事収益の額 
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資金不足比率の算定は、次のとおりです。 

水道事業会計 

(単位：千円・％) 

区   分 25年度 26年度 27年度 

Ａ 資金の不足額  (ア＋イ)－(ウ＋エ) 

   △は資金剰余 
△2,565,770 △2,238,582 △2,322,634 

 ア 流動負債 ①－②－③－④－⑤ 1,988,288 2,016,432 1,519,700 

 ① 流動負債 2,001,350 3,350,555 2,859,498 

② 控除企業債等  1,181,007 1,195,457 

③ 控除未払金等 0 0 0 

④ 控除額 13,062 9,848 86 

⑤ 控除引当金等 0 143,268 144,255 

イ 算入地方債の現在高 0 0 0 

ウ 流動資産 ⑥－⑦－⑧＋⑨ 4,554,058 4,255,014 3,842,334 

  

 

 

⑥ 流動資産 4,554,058 4,242,434 3,830,920 

⑦ 控除財源 0 0 0 

⑧ 控除額 0 0 0 

⑨ 貸倒引当金 0 12,580 11,414 

エ 解消可能資金不足額 0 0 0 

Ｂ 事業の規模 (オ－カ) 8,957,572 8,746,298 8,818,802 

 オ 営業収益の額 8,974,200 8,751,852 8,830,305 

カ 受託工事収益の額 16,628 5,554 11,503 

資金不足比率 Ａ／Ｂ×100 

    資金不足額がない場合「△」表示 
△28.6 △25.6 △26.3 

 

工業用水道事業会計 

(単位：千円・％) 

区   分 25年度 26年度 27年度 

Ａ 資金の不足額  (ア＋イ)－(ウ＋エ) 

   △は資金剰余 
△2,153,756 △2,323,846 △2,468,490 

 ア 流動負債 ①－②－③－④－⑤ 27,768 27,828 22,806 

 ① 流動負債 27,768 70,049 63,419 

② 控除企業債等 0 39,244 37,504 

③ 控除未払金等 0 0 0 

④ 控除額 0 0 0 

⑤ 控除引当金等 0 2,977 3,109 

イ 算入地方債の現在高 0 0 0 

ウ 流動資産 ⑥－⑦－⑧＋⑨ 2,181,524 2,351,674 2,491,296 

 

 

 

⑥ 流動資産 2,181,524 2,351,674 2,491,296 

⑦ 控除財源 0 0 0 

⑧ 控除額 0 0 0 

⑨ 貸倒引当金 0 0 0 

エ 解消可能資金不足額 0 0 0 

Ｂ 事業の規模 (オ－カ) 425,139 420,078 416,596 

 オ 営業収益の額 425,139 420,078 416,596 

カ 受託工事収益の額 0 0 0 

資金不足比率 Ａ／Ｂ×100 

    資金不足額がない場合「△」表示 
△506.6 △553.2 △592.5 



  - 20 - 

 

下水道事業会計 

(単位：千円・％) 

区   分 25年度 26年度 27年度 

Ａ 資金の不足額  (ア＋イ)－(ウ＋エ) 

   △は資金剰余 
△1,405,543 △1,456,925 △1,323,240 

 ア 流動負債 ①－②－③－④－⑤ 2,055,108 2,593,529 2,365,836 

 ① 流動負債 2,055,108 9,316,359 9,028,889 

② 控除企業債等 0 6,698,974 6,619,913 

③ 控除未払金等 0 0 0 

④ 控除額 0 0 0 

⑤ 控除引当金等 0 23,856 43,140 

イ 算入地方債の現在高 0 0 0 

ウ 流動資産 ⑥－⑦－⑧＋⑨ 3,460,651 4,050,454 3,689,076 

 

 

 

⑥ 流動資産 3,460,651 4,042,335 3,678,813 

⑦ 控除財源 0 0 0 

⑧ 控除額 0 0 0 

⑨ 貸倒引当金 0 8,119 10,263 

エ 解消可能資金不足額 0 0 0 

Ｂ 事業の規模 (オ－カ) 7,983,879 7,839,333 7,891,670 

 オ 営業収益の額 8,017,727 7,872,319 7,924,611 

カ 受託工事収益の額 33,848 32,986 32,941 

資金不足比率 Ａ／Ｂ×100 

    資金不足額がない場合「△」表示 
△17.6 △18.6 △16.8 

 

病院事業会計 

(単位：千円・％) 

区   分 25年度 26年度 27年度 

Ａ 資金の不足額  (ア＋イ)－(ウ＋エ) 

   △は資金剰余 
247,931 20,421 261,696 

 ア 流動負債 ①－②－③－④－⑤ 864,314 1,329,355 986,204 

 ① 流動負債 864,314 1,585,640 1,392,229 

② 控除企業債等 0 122,073 266,144 

③ 控除未払金等 0 0 0 

④ 控除額 0 0 0 

⑤ 控除引当金等 0 134,212 139,881 

イ 算入地方債の現在高 0 0 0 

ウ 流動資産 ⑥－⑦－⑧＋⑨ 607,135 1,301,827 718,466 

 

 

 

⑥ 流動資産 607,135 1,300,710 717,398 

⑦ 控除財源 0 0 0 

⑧ 控除額 0 0 0 

⑨ 貸倒引当金 0 1,117 1,068 

エ 解消可能資金不足額 9,248 7,107 6,042 

Ｂ 事業の規模 (オ－カ) 3,952,770 4,110,067 4,278,212 

 オ 医業収益の額 3,952,770 4,110,067 4,278,212 

カ 受託工事収益の額 0 0 0 

資金不足比率 Ａ／Ｂ×100 

    資金不足額がない場合「△」表示 
6.2 0.4 6.1 
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（２）地方公営企業法非適用会計 

（単位：％） 

会 計 名 25年度 26年度 27年度 経営健全化基準 

食 肉 セ ン タ ー 特 別 会 計 ― ― ― 20.0 

 

法非適用会計の資金不足比率の算定式は、次のとおりです。 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

 
事業の規模 

 

事業の規模 ＝ 営業収益に相当する － 受託工事収益に相当する 

収入の額       収入の額 

 

資金不足比率の算定は、次のとおりです。 

食肉センター特別会計 

（単位：千円・％） 

区   分 25年度 26年度 27年度 

Ａ 資金の不足額 ①－②＋③  

△は資金剰余額 
△4,901 △4,909 △4,991 

 歳         出   ① 371,093 393,332 319,437 

 歳         入   ② 375,994 398,241 324,428 

 翌年度に繰り越すべき財源  ③ 0 0 0 

Ｂ 事業の規模 139,047 151,822 148,394 

資金不足比率  Ａ／Ｂ×100 

資金不足額がない場合｢△｣表示 
△3.5 △3.2 △3.4 

 


